
R02年国調 264,642 人

H27年国調 268,800 人  

増減率 -1.5 ％

R6.1.1 260,752 人 第１次 面積 41.72 K㎡

R5.1.1 261,998 人 人口密度 6,343 人
増減率 -0.5 ％ 新産 ×

第２次 工特 ×

低開発 ×

決算額 構成比 経常一般財源等 構成比 産炭 ×

40,545,037 33.1 37,043,852 60.0 第３次 山振 ×

449,913 0.4 449,913 0.7 離島 ×     （千円）     （千円）

33,216 0.0 33,216 0.1 過疎 × 122,333,416 123,120,328

331,875 0.3 331,875 0.5 半島 × 122,009,483 122,716,726

356,781 0.3 356,781 0.6 首都 × 323,933 403,602
6,209,907 5.1 6,209,907 10.1 近畿 〇 289,248 347,273

- - - - 中部 × 34,685 56,329

- - - - 市町村圏 × -21,644 -493,522

5,394 0.0 5,394 0.0 構成比 超過課税分 特定農山村 × 610,282 572,026

- - - - 91.4 財政再建 × 516,900 320,700

118,542 0.1 118,542 0.2 91.4 指数表選定 〇 650,000 150,000
786,968 0.6 786,968 1.3 43.8 財源超過 × 455,538 249,204

340,415 0.3 340,415 0.5 1.1

15,934,944 13.0 15,344,246 24.9 35.9

15,344,246 12.5 15,344,246 24.9 1.8

590,698 0.5 - - 5.0

65,112,992 53.2 61,021,109 99.0 41.9

28,639 0.0 28,639 0.0 41.2

729,383 0.6 - - 1.1

1,042,464 0.9 406,773 0.7 0.1
498,163 0.4 3,820 0.0 1.0

35,089,744 28.7 - - 4.6

59,034 0.1 59,034 0.1 - 

9,477,555 7.7 - - - 議員公務災害 × し尿処理 × R5.6.1

519,130 0.4 91,513 0.1 - 非常勤公務災害 × ごみ処理 ○ R5.6.1

1,739,802 1.4 - - 8.6 退職手当 × 火葬場 〇 R5.6.1

1,058,875 0.9 - - 8.6 事務機共同 × 常備消防 × R6.4.1

403,602 0.3 - - 0.0 税務事務 × 小学校 × R6.4.1

1,449,654 1.2 96,650 0.2 - 老人福祉 × 中学校 × R6.4.1

5,124,379 4.2 - - 8.6 伝染病 × その他 〇

- - - - - 
- - - - - 

1,465,279 1.2 - - - 
122,333,416 100.0 61,707,538 100.0 100.0

35,016,892 33,802,420

50,363,818 48,256,907

44,683,516 43,156,970

決算額 構成比 充当一般財源等 （Ａ）の充当一般財源等 61,493,041 60,034,696

18,195,752 14.9 16,578,331 464,035 0.70 0.71

12,418,625 10.2 11,594,010 6,360,442 0.1 0.1

48,964,955 40.1 17,720,569 33,079,726 100.3 100.2

9,186,160 7.5 9,046,143 8,015,655 12.0 12.9

元利償還金 9,178,686 7.5 9,038,669 167,315 実質赤字比率（％） - - 

一時借入金利子 7,474 0.0 7,474 155,941 連結実質赤字比率（％） - - 

76,346,867 62.5 43,345,043 416,807 実質公債費比率（％） 3.1 3.4

13,364,661 11.0 9,508,870 6,141,663 将来負担比率（％） - - 

450,893 0.4 443,871 2,644,524 財調 7,784,214 7,823,932

11,375,136 9.3 10,303,082 8,798,798 減債 - - 

904,140 0.7 643,393 340 特定目的 6,053,950 4,964,721

11,573,779 9.5 9,026,299 9,046,143 88,432,525 92,171,699

2,022,086 1.7 357,128 - 71,651,358 74,144,791
967,577 0.8 543,826 - 物件等購入 6,883,278 - 

- - - 75,291,389 保証・補償 - - 

5,908,484 4.8 1,763,270 114,815 その他 15,169,268 14,836,679

413,104 0.3 382,214 千円 △ 405,853 実質的なもの - - 

普通建設事業費 5,895,794 4.8 1,762,930 33,194 489,837 412,202

　うち補助 1,846,609 1.5 96,087 100.6 ％ % 49,197 - - 

　うち単独 4,049,185 3.3 1,666,843 合  計 99.5：98.6 99.5：98.4

災害復旧事業費 12,690 0.0 340

失業対策事業費 - - - 

122,009,483 100.0 75,291,389 千円
保険給付費 370

※端数処理の関係で合計が合わない場合があります。

※普通建設事業費の補助事業費には受託事業費のうちの補助事業費を含み、単独事業費には同級他団体施行事業負担金及び受託事業費のうちの単独事業費を含む。

※産業構造の比率は、分母を就業人口総数とし、分類不能の産業を除いて算出。

※住民基本台帳法の改正により、住民基本台帳登載人口については、外国人住民を含む。

令和５年度 人　口

産 業 構 造

指定団体等
の指定状況

都道府県名

0.9

団体名

市町村類型区分 ２年国調 ２７年国調 中核市

27 2124

決 算 状 況
住民基本
台帳人口

836 983

0.8
 地方交付税種地 1-6

大阪府 八尾市

                        歳  入  の  状  況 （単位　千円・％） 30,482 31,799
28.7 30.3

区　分

収
 
支
 
状
 
況

区　分地方税 74,736 72,173 令和５年度 令和４年度

地方譲与税 70.5 68.8

利子割交付金 歳入総額

配当割交付金 歳出総額

株式等譲渡所得割交付金 歳入歳出差引
地方消費税交付金 翌年度に繰越すべき財源　

ゴルフ場利用税交付金    市  町  村  税  の  状  況     （単位　千円・％） 実質収支

特別地方消費税交付金 単年度収支

実質単年度収支

自動車取得税交付金 区　分 収入済額 積立金

軽油引取税交付金 普通税 37,040,275 577,263 繰上償還金

職員数（人）

自動車税環境性能割交付金 　法定普通税 37,040,275 577,263 積立金取崩し額
法人事業税交付金 　　市町村民税 17,760,600 577,263

（一般財源計）

地方特例交付金 　　　個人均等割 434,935 - 
区　分地方交付税 　　　所得割 14,547,224 - 

　普通交付税 　　　法人均等割 758,021 - 

　　　法人税割 2,020,420 577,263　特別交付税

　うち純固定資産税 16,713,326 - 　うち技能労務員 251交通安全対策特別交付金

軽自動車税 433,797 - 教育公務員 31

固定資産税 16,990,029 - 　うち消防職員 260

使用料 　うち環境性能割 24,864 - 臨時職員 - 

一
般
職
員
等

一般職員 1,662

分担金・負担金

一部事務組合加入の状況 特別職等

手数料 　うち種別割 408,933 - 合　計 1,693

定　数 適用開始年月日
一人当たり平均給料
(報酬)月額(百円)国有提供交付金 鉱産税 - - 

国庫支出金 市町村たばこ税 1,855,849 - 

2 6,960

都道府県支出金 特別土地保有税 - - 市区町村長 1

3,504,762 - 教育長 1

7,070

財産収入 法定外普通税 - - 副市区町村長

6,545

繰入金 法定目的税 3,504,762 - 議会議長 1 7,000

寄附金 目的税

24 6,100

繰越金 　　　入湯税 3,577 - 議会副議長 1

3,501,185 - 

6,500

諸収入 　　　事業所税 - - 議会議員

　うち減収補てん債特例分 　　　水利地益税等 - - 

地方債 　　　都市計画税

　うち猶予特例債 法定外目的税 - - 

　うち臨時財政対策債 旧法による税 - - 区　分 令和5年度（単位千円） 令和4年度（単位千円）
歳 入 合 計 合　計 40,545,037 577,263

基準財政収入額
性  質  別  歳  出  の  状  況　　（単位 千円・％） 目  的  別  歳  出  の  状  況　　（単位　千円・％） 基準財政需要額

標準税収入額等

区　分 経常経費充当一般財源等 経常収支比率 区　分 決算額(A) 構成比 (A)のうち普通建設事業費 標準財政規模

人件費 16,362,682 25.9 議会費 464,167 0.4 - 財政力指数 

  うち職員給 - - 総務費 9,092,724 7.4 271,490 実質収支比率（％）

扶助費 13,207,841 20.9 民生費 67,870,462 55.6 653,152 経常一般財源等比率（％）

健

全

化

判

断

比

率

公債費 8,529,243 13.5 衛生費 11,068,373 9.1

83,867

363,216 公債費負担比率（％）
内
訳

8,521,769 13.5 労働費 178,701 0.1 - 

60.3 商工費 832,180 0.7

7,474 0.0 農林水産業費 214,593 0.2

1,560

物件費 8,083,649 12.8 土木費 8,333,365 6.8 2,371,043

（義務的経費計） 38,099,766

維持補修費 443,871 0.7 消防費 2,938,035 2.4 285,719 積

立

金

現

在

高
補助費等 7,999,983 12.7 教育費 11,818,033 9.8 1,865,747

　うち一部組合負担金 620,258 1.0 災害復旧費 12,690 0.0 - 

繰出金 8,381,936 13.3 公債費 9,186,160 7.5 - 地方債現在高

積立金 - - 諸支出金 - - - うち公的資金
投資・出資金・貸付金 543,826 0.9 前年度繰上充用金 - - - 債

務

負

担

行

為

額

（

支

出

予

定

額

）

前年度繰上充用金 歳　出　合　計 122,009,483 100.0 5,895,794

投資的経費 経 常 経 費 充 当 一 般 財 源 等 計 合計 17,596,934 会

計

の

状

況

国

民

健

康

保

険

事

業

実質収支

　うち人件費 63,553,031 下水道 4,171,584 再差引収支

内
 
 
訳

経　常　収　支　比　率 病院 1,588,993 加入世帯数(世帯） 収益事業収入

103.0 上水道 262,578 被保険者数（人） 土地開発基金現在高

市町村民税
　現年分：計 99.4：98.7

（減収補てん債（特例
分）及び臨時財政対策債
除く）

介護サービス - 

被保険
者一人
当り

保険税（料）収入額 109

99.4：98.5歳　入　一　般　財　源　等 その他 8,547,642
国庫支出金 0.1

99.6：98.3
歳 出 合 計 75,615,322 純固定資産税

　現年分：計 99.6：98.4

公
営
事
業
等
へ
の
繰
出

現

年

：

計

徴

収

率

　

％

国民健康保険 3,026,137


